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Ⅱ【報告】 令和２年度国家予算に対する提案・要望について 
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提 案 ・ 要 望 項 目 

 

 

Ⅰ．地方創生・人口減少社会への対応 ・・・・・・・ Ｐ．5 

Ⅲ．都心・三宮再整備の推進 ・・・・・・・・・・・ Ｐ．6 

Ⅳ．医療産業都市の推進 ・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．8 

Ⅵ．次世代エネルギー活用の推進 ・・・・・・・・・ Ｐ．10 

Ⅹ．地方分権のさらなる推進 ・・・・・・・・・・・ Ｐ．11 

 

 

 

Ⅴ．真の分権型社会の実現 ・・・・・・・・・・・・ Ｐ．12 

重 点 項 目 

そ の 他 項 目 



Ⅰ．地方創生・人口減少社会への対応 
 

5 

Ⅰ-1．地方創生・人口減少社会への対応  

（内閣官房、内閣府、総務省） 

 

 

 

 

 

（２）先駆的な地方創生の取組みを⼒強く後押しするための財政⽀援 
● 地方創生推進交付⾦及びまち・ひと・しごと創生事業費の安定的な確保 

 

 

（３）東京一極集中是正の実効性をあげるための大都市への必要な⽀援 
● 地方拠点強化税制の⽀援措置の延⻑及び⽀援対象地域等の拡充 

我が国の構造的な問題である少⼦⾼齢化及び人口減少に⻭⽌めをかけるためには、人

口減少社会への対応が喫緊の課題となっています。 

東京一極集中是正に向け、中枢中核都市に求められる役割が重要となる中、地方創生

の次のステージに向けて、先進的・先駆的な取組みを加速させるためには、地方財政の

安定化に加え、地方創生にかかる国の一層の⽀援が必要です。 



Ⅲ．都心・三宮再整備の推進 
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Ⅲ-1．都心･三宮再整備の推進 
（財務省、国⼟交通省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ウォーターフロント地区の魅⼒向上に対する⽀援 
● 神⼾第２地方合同庁舎別館の早期解体による眺望景観向上への協⼒  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神⼾の都心の未来の姿［将来ビジョン］と三宮周辺地区の『再整備基本構想』に基づ

き、都心・三宮の再整備を推進しています。 

従来からの課題である三宮駅周辺の交通結節機能を向上させるため、新たな中・⻑距

離バスターミナルの整備を含めた雲井通 5・6 丁目地区の再整備について、迅速な事業

化に向けて取り組んでいます。また、三宮にある６つの駅と周辺のまちが一体的につな

がる「えき≈まち空間」の実現に向けて、官⺠共通の具体的な目標像を⽰す基本計画を

策定し、今後、官⺠が連携して、三宮クロススクエアなどの整備を進めていきます。 

また、新港突堤⻄地区では、第１突堤基部の複合再開発に引き続き、第２突堤及び周

辺の再開発の事業化を図り、切れ目なく再開発を進め、ウォーターフロントエリアのよ

り一層の魅⼒向上に取り組んでいきます。 

神⼾の⽞関口にふさわしい、魅⼒的で⾵格ある都市空間の実現に向け、さらなるスピ

ード感を持って事業を推進するため、国の一層の財政⽀援や規制緩和等が必要です。 



Ⅲ．都心・三宮再整備の推進 
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（イメージ図） 
 

 

 

「えき≈まち空間」 

新たなバスターミナル整備 

 

ウォーターフロント地区の再整備 

 

神戸市役所 

東遊園地 
貿易センター駅 

税関前交差点 

東遊園地の再整備 

 
税関前歩道橋のリニューアル 

 



Ⅳ．神⼾医療産業都市の推進 
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Ⅳ-1．神⼾医療産業都市の推進 

（内閣府、⽂部科学省、厚生労働省、経済産業省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） ⾰新的医療技術の橋渡し研究の推進 
● ＰＤ-１分⼦を用いた⾃⼰免疫疾患治療法をはじめとする神⼾発医療シーズの橋渡

し研究に対する財政⽀援 

 

 

（２） ⾰新的医療機器開発を促進するための⽀援 
● 神⼾発の⼿術⽀援ロボット等の開発、上市、国際展開に向けた各種⽀援 

 

 

（３） ⾃⽴的・継続的イノベーション創出に向けたエコシステムの形成推進 
● 「健康“生き活き”羅針盤リサーチコンプレックス」事業により形成されたイノベー

ション推進基盤のさらなる発展に向けた⽀援 

● ライフサイエンス分野におけるベンチャーエコシステム構築⽀援 

 

 

 

構想開始から２０年が経過した神⼾医療産業都市では、平成 30 年に神⼾医療産業都

市推進機構の本庶理事⻑がノーベル生理学・医学賞を受賞しました。また、スーパーコ

ンピュータ「京」の後継機である「富岳」の開発も⾏われており、国際的に注目度の⾼

い取組みが次々と進められています。 

引き続き、国家戦略特区の指定、世界に誇る地域発研究開発・実証拠点推進プログラ

ム等を活用し、⾃⽴的・継続的なイノベーションの創出を実現することによって、経済

の活性化、国際社会への貢献を⾏っていきます。 

 その実現に向け、国が重点的な財政⽀援や規制改⾰を⾏う等、国と市が一体となった

事業推進が必要です。 



Ⅳ．神⼾医療産業都市の推進 
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（４） 国家戦略特区プロジェクト等の実現に向けた取組みの推進 
● 国家戦略特区プロジェクトの推進に必要な規制改⾰の実現 

・先進医療として実施する検体検査の一部⼯程の⺠間検査事業者への外部委託の容認 

      ・第三者認証を受けた登録衛生検査所等における、薬事承認を受けた医療機器プログラムを用いた検査法の保 

険適用要件の緩和 

        ・外国人医師の臨床修練制度における更新回数の制限の廃⽌ 

● 国際医療交流の取組みに対する⽀援 

 

 

（５） スーパーコンピューティング研究拠点の形成と産業利⽤の推進 
● 「富岳」の整備のさらなる促進と早期共用開始の実現 
● 「富岳」の産業利用拡⼤に向けた役割を担う「ＦＯＣＵＳスパコン」増強に 

対する財政⽀援 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

                 

「ＦＯＣＵＳスパコン」は、「京」の１/25 の性能を有する、産業利用に特化したスパコンであり、スター

トアップ支援（シミュレーション利用の裾野を広げる）とステップアップ支援（「京」や「富岳」につなが

る高度なシミュレーション技術のフォロー）を担う。(（公財）計算科学振興財団(ＦＯＣＵＳ)が設置。平

成 23 年 4 月運用開始。) 



Ⅵ．まちの活⼒の創出 
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Ⅵ-2．次世代エネルギー活⽤の推進  
（経済産業省、国⼟交通省、環境省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）⽔素エネルギーの利活⽤促進 
● ⽔素エネルギー利用者への積極的な負担軽減の推進 

● ⽔素発電による電気・熱エネルギー供給システムのさらなる技術⾰新に向けた財    

  政⽀援 

● 燃料電池⾃動⾞、⽔素ステーション及び家庭用燃料電池（エネファーム）に対す  

  る財政⽀援  

  

（２）⽔素エネルギー供給体制の確⽴ 
● 液体⽔素の⻑距離海上輸送技術及び荷役技術にかかる規模を拡⼤した実証に対す 

  る財政⽀援 

 

 

エネルギー需要の⾼まりや脱炭素化に向けて、世界的に再生可能エネルギーなどの次

世代エネルギーの活用が求められています。 

神⼾市では、⽔素サプライチェーンの構築をはじめとした先駆的な実証事業に着⼿し

ており、平成 30 年 4 ⽉には、⽔素発電による電気・熱エネルギーの近隣公共施設への

供給に向けた実証が始まるなど、次世代エネルギーの中心となる⽔素の利活用促進に向

けて着実に取り組んでいます。 

⽔素社会の黎明期にある中で、エネルギー分野における⽔素の⾶躍的拡⼤は、低炭素

社会の実現に寄与することから、⽔素エネルギーの利活用及び普及促進に向けた先導的

な取組みに対する⽀援、並びに⽔素をエネルギーとして積極的に選択する需要者の創出

に向けた取組みが不可⽋です。 



Ⅹ．真の分権型社会の実現 
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Ⅹ-１．地方分権のさらなる推進 
（内閣府、総務省） 

 

 

 

 

 

 

 

（１）事務・権限及び税財源の大幅な移譲 
● 真に国が担うべき事務等を除いたすべての事務、権限及び税財源の移譲 
● 法令等による義務付け、枠付け及び関与の廃⽌ 

 

 

（２）「特別⾃治市」制度の法制化 
● 地方が⾏うべき事務のすべてを一元的に担う「特別⾃治市」制度の法制化 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現⾏の指定都市制度は、道府県との⼆重⾏政や不⼗分な税制上の措置など、多くの課

題を抱えており、⼤都市が潜在能⼒を⼗分に発揮できるような制度的な位置付けがなさ

れていません。 

地域の実情を把握している⼤都市が、⾃らの発想と創意⼯夫により課題解決を図るた

め、基礎⾃治体優先の原則の下、事務・権限の移譲や義務付け・枠付けの⾒直しを一層

進め、「特別⾃治市」制度の法制化の早期実現を図る必要があります。 
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Ⅴ．真の分権型社会の実現 
 

（内閣官房、総務省、厚生労働省） 

 

（１） マイナンバー制度に関する財政⽀援及び柔軟な制度運⽤ 
● マイナンバーを利用するシステムにかかる改修等に対する財政⽀援及び迅速な情 

報提供 

● 消費税率引上げに伴う経済対策としての⾃治体ポイント活用の円滑な実施に向け 

た取組みの推進 

● マイナンバーカードを健康保険証として活用する仕様の迅速な確定及び財政⽀援 

 


